
 

○松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市の拠点機能を向上させ地域経済の活性化を図るため、認定企業が

市内に新規開設等により事務所を開設するとき、その事務所の維持及び運営に対し、予算

の範囲内で補助金を交付することについて、松本市補助金交付規則（昭和３７年規則第１

６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 認定企業 次のいずれかに該当する企業等をいう。 

ア 東京、名古屋、札幌又は福岡の各証券所に株式を上場している企業（以下「上場企

業」という。）及びその関連企業（上場企業が株式の２分の１以上を保有している企

業をいう。） 

イ 東京、名古屋、札幌又は福岡の各証券所に株式を上場することができる企業 

ウ 市街地の活性化に特に寄与すると市長が認めた企業等 

（２） 事務所 工場、売場、倉庫、駐車場、配送センター等の現場営業部門以外の部門

で、事務機能を主たる業務とする内部事務部門が、自らの営業に係る事務処理のために

使用する建物をいう。 

（３） 特定地域 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第８１条第１項の規

定により作成された、松本市立地適正化計画（平成２９年３月作成）に定められた都市

機能誘導区域の都市中心拠点（中心市街地）をいう。 

（４） 新規開設等 次のいずれかに該当するときをいう。 

ア 市内に未進出の認定企業が、市内に新たに事務所を開設したとき。 

イ 市内に進出済の認定企業が、市外の事務所を廃止し、市内の事務所に統合を行い、

事務所を増設し、又は移設し、その床面積が増設前又は移設前よりも２割以上増加し

たとき（以下「拡張」という。）。 

（補助金交付要件） 

第３条 補助金の交付を受けることのできる者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

（１） 認定企業の新規開設等であること。 



 

（２） 市内へ事務所を新規開設等により開設後、１年を経過していないこと。 

（３） 市内へ事務所を新規開設等により開設後、企業等としての経済活動を５年以上継

続すること。ただし、特定地域内においては、企業等としての経済活動を７年以上継続

すること。 

（４） 市内に開設した事務所に常時勤務する従業者数が３人以上であること。ただし、

拡張のときは従業員数が拡張前より増加すること。 

（５） 事務所が次のいずれかに該当すること。 

ア ２，０００万円以上の投下固定資産（固定資産税の対象となる資産）であること。 

イ 延床面積５０平方メートル以上の建物の賃借であること。 

（６） 物品販売等を主たる業務とする認定企業にあっては、施設全体の２分の１以上を

事務所等として使用すること。 

（７） 市税等の滞納がないこと。 

（８） 事務所の開設に係る本市の他の条例、規則及び要綱等による補助金等を受けてい

ないこと。 

（９） 違法な行為を行わない認定企業であること。 

（補助対象経費等） 

第４条 補助金対象経費、補助金額及び交付時期は、次の表のとおりとする。 

区分 補助対象経費 補助金額 交付時期 

前条第

５号ア

に該当

する事

務所 

特定地

域内 

事務所を新規開設等

により開設した後、５年

分の事務所の土地及び

建物に係る固定資産税

年額相当額 

補助対象経費と同額

以内の額。ただし、最初

の３年間は、１年分の当

該額が１，０００万円を

超えるときは１，０００

万円とし、それ以後は、

１年分の当該額が６０

０万円を超えるときは

６００万円とする。 

各年度の事務所の土地

及び家屋に係る固定資産

税年額並びに法人市民税

の均等割額の納付後 

特定地

域外 

事務所を新規開設等

により開設した後、３年

分の事務所の土地及び

建物に係る固定資産税

補助対象経費と同額

以内の額。ただし、１年

分の当該額が１，０００

万円を超えるときは、



 

年額相当額 １，０００万円とする。 

前条第

５号イ

に該当

する事

務所 

特定地

域内 

事務所を新規開設等

により開設した後、５年

分の事務所に係る月額

賃借料相当額又は実際

に支払う月額賃借料の

額のいずれか低い方の

２分の１相当額 

補助対象経費と同額

以内の額。ただし、最初

の３年間は、１年分の当

該額が８００万円を超

えるときは８００万円

とし、それ以後は、１年

分の当該額が４００万

円を超えるときは４０

０万円とする。 

各年度の事務所に係る

月額賃借料の納付後 

特定地

域外 

事務所を新規開設等

により開設した後、３年

分の事務所に係る月額

賃借料相当額又は実際

に支払う月額賃借料の

額のいずれか低い方の

２分の１相当額 

補助対象経費と同額

以内の額。ただし、１年

分の当該額が８００万

円を超えるときは、８０

０万円とする。 

２ 前項の表に規定する月額賃借料相当額は、市場の家賃相場から算定した１平方メートル

当たりの家賃単価に、認定企業が賃借する事務所の延床面積を乗じて得た額をいう。 

３ 前項に規定する家賃単価は、市長が別に定める。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、松本市企業事務

所誘致事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、対象年度ごと

に市長に申請するものとする。ただし、市長が必要でないと認める書類については、添付

を省略することができる。 

（１） 会社の定款（写し） 

（２） 上場証明書（上場企業のみ） 

（３） 法人の登記事項証明書 

（４） 組織表及び事務所の従業員数が分かるもの 

（５） 事務所の賃貸借契約書（写し）又は建物売買契約書（写し） 

（６） 市民税申告書(写し) 



 

（７） 拡張のときは、市外の事務所を廃止したことが証明できるもの 

（８） その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、前項の補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額の

うち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として

控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定によ

る地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」と

いう。）を減額して交付の申請をしなければならない。ただし、申請時において消費税等

仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

（変更申請等） 

第６条 補助金の交付決定を受けた者（以下「決定者」という。）は、前条の申請事項に変

更が生じたときは、遅滞なく松本市企業事務所誘致事業補助金交付変更・中止承認申請書

（様式第２号）を市長に提出し、承認を受けるものとする。 

（実績報告書） 

第７条 決定者は、規則第１２条に規定する補助事業等実績報告書に建物賃借料領収書（建

物売買契約書を添付した申請のときを除く。）を添付して、対象年度毎に市長に提出する

ものとする。 

（補助金の返還） 

第８条 補助金の交付を受けた者が、事務所の開設後５年以内（特定地域内の事務所は７年

以内）に、第３条各号に定める要件に違反したときは、交付を受けた補助金を返還しなけ

ればならない。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この告示は、告示の日から施行し、平成６年４月１日以後に市内に新規に開設した事務

所等に係る補助金から適用する。 

（四賀村、奈川村、安曇村及び梓川村の編入に伴う経過措置） 

２ 四賀村、奈川村、安曇村及び梓川村の編入の日前に、四賀村、奈川村、安曇村及び梓川

村の区域内に開設された事務所については、第３条第２項の規定にかかわらず、この要綱

による補助金は交付しないものとする。 



 

附 則（平成１３年３月３０日告示第７７号） 

この告示は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年９月２０日告示第４１６号） 

（施行期日等） 

１ この告示は、告示の日から施行し、この告示による改正後の松本市企業事務所誘致事業

補助金交付要綱の規定は、平成１３年４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定は、適用日以

後に市内に新規開設等により開設した事務所に係る補助金から適用し、適用日前に市内に

新規開設等により開設した事務所に係る補助金については、なお従前の例による。 

３ この告示による改正前の松本市企業本社等誘致事業補助金交付要綱の規定による様式

は、当分の間この告示による改正後の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定に

よる様式とみなす。 

附 則（平成１７年３月７日告示第３９号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１７年３月７日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日告示第１０２号） 

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日告示第１８１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの間におけるこの告示による改正

後の第３条の規定の適用については、同条第２号中「１年」とあるのは、「２年」とする。 

附 則（平成２３年３月３１日告示第１３９号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年１月１１日告示第１６号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年１月１１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の第４条の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）



 

以後に市内に新規開設等により開設した事務所に係る補助金から適用し、施行日前に市内

に新規開設等により開設した事務所に係る補助金については、なお従前の例による。 

３ この告示による改正前の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定による様式

は、当分の間この告示による改正後の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定に

よる様式とみなす。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第１３７号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第８２号） 

この告示は、平成３０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行し、この告示によ

る改正後の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後の申請に係るも

のから適用する。 

附 則（令和４年３月３１日告示第１４２号） 

この告示は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行し、この告示による

改正後の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定は、施行日以後の申請に係るもの

から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱（以下「新要綱」

という。）の規定は、この告示の施行の日（以下「施行日」という。）以後の申請に

係るものから適用し、施行日前の申請に係るものについては、なお従前の例による。 

３ この告示による改正前の松本市企業事務所誘致事業補助金交付要綱の規定による

様式は、当分の間、新要綱の規定による様式とみなす。 


